
【基本事項】
・子ども・子育て支援法第１９条第１項における子どもの区分

第１号 ～
第２号 ～
第３号 ～

【利用状況の推移】

教育 教育 教育 教育 教育 教育

※幼稚園は市民のみ（市外からの通園者除く）
※幼稚園は各年5月1日、保育園は年度末（3月1日）の人数（Ｈ26除く）
※保育園のＨ２６については6月1日現在の人数

【量の見込み及び確保の内容について】

教育 教育 教育 教育 教育

431 237 85

【ニーズ調査結果の補正及び量の見込みについて】

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

417 92
－

402

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

平成３１年度

3号の
0歳

89

448

合計 784 755 725 691 666

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

保育保育 保育 保育
3号の
0歳

3号の
1・2歳

221

合計

平成２７年度

ニーズ調査結
果（国基準）

245 56

468

2号の3
歳以上

431 237 85426 249 434 422

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

78

平成２６年度
保育

1・2号の3
歳以上

2号の3歳
以上

3号の1・2
歳

3号の0歳

675

695

702

730 702

674

674
784 755

239 109

－
476 205 103

－
459 197 99

－

485 248 113

666

730 639

639

615

615

816 783 747 719

402 175 89182 92

409 213 97230 105 425 101

182 175

合計

合計

846

753

Ｈ25の実績

417459 197 99 440 189量の見込み 476 205 103 96

725

ニーズ調査結
果（補正後）

440 189 96
－

691

保育

保育園 406 237 74 409 219 81

695714

244 84

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

3号の
1・2歳

3号の
0歳

3号の
1・2歳

幼稚園 798 756

1・2号の
3歳以上

1・2号の
3歳以上

2号の3
歳以上

697

教育施設については、ニーズ調査結果が実績をやや上回っているが、潜在的な需要を見込み、ニーズ調査結果を量の見込みとする。
保育施設の利用意向調査（複数回答可の質問）については、国から示された計算方法では（最上段）、回答者が幼稚園と保育園の両方を選択している場合、それぞれの施
設に利用意向があるものとして、重複した状態で計算されている。そのため、現実と比べ需要過大な調査結果になることから、実際の利用状況の割合にもとづき、重複回
答部分の５０％を保育園希望世帯として算入させる補正を行い、量の見込みとした。

教育・保育施設の量の見込みについて

資料　１

保育を必要としない３～５歳児（認定こども園または幼稚園を利用可能）
保育を必要とする３～５歳児（認定こども園または幼稚園、保育園を利用可能）
保育を必要とする０～２歳児（認定こども園または保育園を利用可能）
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【基本事項】

【区域設定】
市の面積や人口規模から区域は全市とする。

【ニーズ調査結果】

親族など 86.2% 保育所、幼稚園など 77.3%
友人・知人など 75.1% 子育て支援施設など 28.4%
保育士、幼稚園教諭 43.9% 市の子育て窓口 4.5%
職場関係 19.1% 保健所 1.2%
かかりつけの医師 9.2%
その他 － その他 －

76.6%
63.7%
44.4%
21.9%
14.6%
13.3%
12.3%
10.0%

【実施箇所数】
市内１ヶ所で実施

■考え方
本事業は子育て支援新制度における新規事業であり、ニーズ調査の対象では
ないが、ニーズ調査では、相談する相手や情報の入手先は、親族・友人・知
人などが圧倒的に多いが、相談する場所としては保育所・子育て支援施設な
どが多い。
国の「保育緊急確保事業要綱」により、０～５歳児の人口から交付金の対象
箇所数が定められていることもあり、当市は１ヶ所とする。

資料　２

子育て支援施設など
ＴＶ・新聞・雑誌など

市のパンフレット

い
る

97.8%

あ
る

70.5%

子育てに関する情報の入手先
友人・知人など
親族など
保育所、幼稚園など
インターネット
職場関係

利用者支援事業の量の見込み

教育・保育施設や子育て支援関連事業の情報を集約し、それらの利用を希望する保護者
に、必要な情報提供・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整を実施するもの。

本事業は、ニーズ調査により把握した、子育て支援事業等に関する情報源、相談相手など
の結果にもとづき、地域の事情や関係機関との連携体制の確保等に配慮して設定すること
とされている。
本事業自体のニーズ調査は設定されていない。

子育てを相談する場所の有無子育てを相談する相手の有無

《就学前児童の結果》※複数回答可



【基本事項】

【区域設定】
各保育園で実施しており、教育・保育施設と同様に区域は全市とする。

【利用状況の推移】

区分 ２３年度 ２４年度 ２５年度

保育所数 9 9 9

実利用人数 263 290 276

※平成23年度より本格実施

【ニーズ調査結果】
区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

実利用人数 165 159 152 145 140

【量の見込み】
区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

実利用人数 290 290 290 290 290

■考え方

市内認可保育園で実施している、保護者の勤務形態や通勤事情に対応した
保育時間の延長。全９園で実施。

※実利用人数とは、利用した児童を特定
した数で、１名の児童が年に何度利用して
も１名とカウントされるもの

時間外保育事業（延長保育事業）の量の見込み

ニーズ調査結果を上回る利用実績があり、直近で最大の実績を量の見込
みとする。

資料　３

（単位：人）

（単位：人）



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】 ※年間延べ利用者数

２３年度 ２４年度 ２５年度

【ニーズ調査結果】 ※年間延べ利用者数

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

■ニーズ調査の単位について

【量の見込み】 ※年間延べ利用者数

２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

■考え方

資料　４

一時預かり事業の量の見込み

保護者の就労に対応した教育施設（幼稚園など）での預かり保育及び保育
園での平日や休日の一時保育。

各幼稚園や保育園で実施されることから、教育・保育施設と同様に区域は全市とす
る。

1,677

備考

市内８幼稚園の合計（聴き取り
調査）

すみれ・西の里きらきら・大谷
むつみ保育園の合計

31,995

1,732

区分

区分

幼稚園及び２号認定
による幼稚園利用者

保育園利用者 1,353

幼稚園及び２号認定
による幼稚園利用者

29,501 28,420 27,246

保育園利用者 1,502 1,442 1,381

25,860 24,874

1,314 1,261

国の集計単位へ合わせるため、幼稚園及び２号認定による幼稚園利用者の集計を
「実人数」から「年間延べ利用者数」へ変更した。

区分

幼稚園及び２号認定
による幼稚園利用者

32,000 32,000 32,000

ニーズ調査結果を上回る利用実績があり、直近で最大の利用実績を量
の見込みとする（百人未満四捨五入）。

32,000

保育園利用者 1,700 1,700 1,700 1,700 1,700

32,000



【現在の事業概要】

公立
私立
私立

【区域設定】

【利用状況の推移】 ※月延べ利用者数

区分 ２３年度 ２４年度 ２５年度

箇所 3 3 3

利用人数 1,347 1,238 1,389

※平成22年5月に「あいあい」設置

【ニーズ調査結果】 ※月延べ利用者数

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用人数 2,594 2,554 2,456 2,364 2,276

【量の見込み】 ※月延べ利用者数

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用人数 2,600 2,600 2,600 2,600 2,600

■考え方

資料　５

ニーズ調査結果と過去の利用実績が大きくかい離しているが、潜在的
な需要を見込み、ニーズ調査結果で最大の数値を量の見込みとする
（百人未満四捨五入）。

地域子育て支援拠点事業の量の見込み

原則就学前児童の保護者を対象に、子育てに関する悩みや疑問等を解消
するため、親子参加型の交流の場を提供するもの。

親子で参加するが、組数ではなく保護者を
含む利用者数。

〈現在市内３ヶ所で実施〉
・地域子育て支援センター「あいあい」
・西の里保育園内で実施「どんぐり」
・大曲いちい保育園内で実施「ぶらんこ」

現在の拠点が適度に分散されていること、利用者が比較的限られていることから区域
は全市とする。



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

提供会員数 56 59 53 58 55

依頼会員数 235 287 326 363 418

利用者数 1,356 863 731 602 735

【ニーズ調査結果】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 883 845 830 804 771

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 880 880 880 880 880

■考え方

資料　６

利用者が比較的限られていること、拠点としては一箇所で充分と考えられることから区域
は全市とする。

過去の利用実績や提供会員数が堅実に推移していることや、利用形態の
大きな変化は見込まれないことから、ニーズ調査結果の最大の数値を量
の見込みとする（10人未満四捨五入）。

育児や介護を受けたい人、行いたい人たちが会員となり、有料で相互に援助
しあう会員組織の事業。現在、公立子育て支線センター「あいあい」にて実施。

※平成21年度は延長保育事業未実施のため、その代替事業として利用者数
が多い

ファミリーサポートセンター事業の量の見込み

※利用者は年延べ人数

※年延べ人数

※年延べ人数



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】

区分 ２３年度 ２４年度 ２５年度

提供会員数 29 35 39

依頼会員数 56 65 83

利用者数 45 32 23

【ニーズ調査結果】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 131 126 121 116 111

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

利用者数 130 130 130 130 130

■考え方

資料　７

病児病後児保育の量の見込み

利用者が比較的限られていること、拠点としては一箇所で充分と考えられることから区域
は全市とする。

※年延べ人数

ニーズ調査結果と過去の利用実績が大きくかい離しているが、潜在的な
需要を見込み、ニーズ調査結果の最大の数値を量の見込みとする（10人
未満四捨五入）。

当市では「緊急ファミリーサポートネットワーク事業」として実施しており、子ど
もの病気や急な仕事等で保育園等を利用できない場合に、育児を応援してほ
しい人と育児を応援したい人が会員となり、有料で相互に援助しあう会員組織
の事業。

※平成２３年度から開始

※利用者は年延べ人数

※年延べ人数



【現在の事業概要】

【区域設定】

【利用状況の推移】

区分 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

実利用人数 4 0 4 3 6

延べ利用日数 19 0 55 144 42

【ニーズ調査結果】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

延べ利用日数 113 109 105 100 96

【量の見込み】

区分 ２７年度 ２８年度 ２９年度 ３０年度 ３１年度

延べ利用日数 110 110 110 110 110

■考え方

資料　８

過去の利用実績は年度による変動が激しく、また、利用形態の大きな変
化は見込まれないことから、ニーズ調査結果の最大の数値を量の見込み
とする（10日未満四捨五入）。

※実利用人数とは、利用した児童を特定した数で、１名の児童が年に何度利
用しても１名とカウントされるもの

※延べ利用日数とは、利用児童ごとの宿泊数を合計した数値

保護者が病気・出産・出張などの理由で一時的に養育が困難になった場合、
市内の児童養護施設で預かるショートステイ（宿泊を伴う）と、ひとり親家庭の
保護者が仕事などで夜間に養育が困難となった場合のトワイライトステイがあ
る。

子育て短期支援事業（ショートステイ・トワイライトステイ）の量の見込み

利用者が比較的限られていること、各地域に拠点をおく必要性がないと考えられることか
ら、区域は全市とする。

※延べ利用日数

※延べ利用日数



【現在の事業概要】

【区域設定】

【調査結果】

《ニーズ調査結果》※全学年（1～6年生）
緑ヶ丘小 大曲小 西の里小 東部小 双葉小 大曲東小 北の台小 西部小 合計

定員 50 60 80 50 50 90 90 40 510
26年実績 40 68 68 66 58 70 73 54 497
27年 47 107 90 94 68 91 98 57 652
28年 45 102 86 90 65 87 93 53 621
29年 44 100 84 88 64 86 92 53 611
30年 43 96 80 84 61 82 89 51 586
31年 41 93 77 81 58 79 85 49 563

《追加アンケート調査からの推計》※全学年（1～6年生）
緑ヶ丘小 大曲小 西の里小 東部小 双葉小 大曲東小 北の台小 西部小 合計

定員 50 60 80 50 50 90 90 40 510
26年実績 40 68 68 66 58 70 73 54 497
27年 46 83 90 80 69 81 85 68 602
28年 49 110 91 90 76 87 97 72 672
29年 52 120 89 106 81 84 91 71 694
30年 56 124 84 113 83 90 90 70 710
31年 54 128 78 125 78 86 92 65 706

【量の見込み～低学年及び高学年の合計】
緑ヶ丘小 大曲小 西の里小 東部小 双葉小 大曲東小 北の台小 西部小 合計

定員 50 60 80 50 50 90 90 40 510
26年実績 40 68 68 66 58 70 73 54 497
国の基準 98 104 101 80 77 140 149 54 803
27年 47 95 90 87 69 86 92 63 627
28年 47 106 89 90 71 87 95 63 647
29年 48 110 87 97 73 85 92 62 653
30年 50 110 82 99 72 86 90 61 648
31年 48 111 78 103 68 83 89 57 635

■考え方

資料　９

ニーズ調査と追加アンケート調査に基づく数値により推計した。
なお、現在定員は510名だが、国面積要件では803名の入所が可能となっている。

放課後児童健全育成事業（学童クラブ）の量の見込み

就労や病気などの理由で保護者が昼間にいない児童に対し、放課後・学校休校
日に家庭に代わる生活の場を提供し、児童の健全な育成を図るもの。

普段通学している学校の区域内を利用することから、現状と同様小学校区とする。

※今回のニーズ調査の結果、予想以上の利用希望者があり、さらに詳細な希望（開所時間延長を含む）
を把握するため、現在利用者を対象に追加アンケート調査を行った。
なお、前回会議においては就学前児童の利用意向から集計した数値を提示したが、実績との乖離がみ
られることを理由に、小学生の利用意向により再集計するよう国から示されたため、合計児童数が前回
と比べ若干異なっています。


